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介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス）契約書 

（２０２５年７月２２日改正） 

 

                  （以下、「利用者」といいます）と社会福祉法人愛和会（以下、「事業

者」といいます）高齢者在宅サービスセンターはるびの郷（以下、「事業所」といいま

す）は、事業所が利用者に対して行う介護サービスについて、次のとおり契約します。 

 

第 １ 条（契約の目的） 

事業所は、利用者に対し介護保険法令の趣旨にしたがって、利用者が可能な限りそ

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう介

護サービスを提供し、利用者は、事業者に対し、そのサービスに対する料金を支払い

ます。 

      

第 ２ 条（契約期間） 

この契約の契約期間は      年    月    日から利用者の要介護認定または要支

援認定の有効期間満了日までとします。 

２  契約満了の２日前までに、利用者から事業者に対して、文書による契約終了の申し

出がない場合、契約は自動更新されるものとします。 

 

第 ３ 条（通所介護計画） 

事業所は、利用者の日常生活全般の状況および希望を踏まえて、地域包括支援セン

ターまたは、居宅介護支援事業所の作成する計画書に沿って「通所型サービス介護計

画」を作成します。 

２  事業所はこの「介護予防・日常生活支援総合事業通所型介護計画」の内容を利用者

およびその家族に説明します。  

 

第 ４ 条（サービスの提供場所・内容） 

サービスの提供場所は、はるびの郷１階です。所在地および設備の概要は［重要事

項説明書］のとおりです。 

２  事業所は、第 3条に定めた通所介護計画に沿ってサービスを提供します。事業所は

サービスの提供にあたり、その内容について利用者に説明します。 

３  利用者は、サービス内容の変更を希望する場合には、事業所に申し入れることがで

きます。その場合、事業所は、可能な限り利用者の希望に添うようにします。 

４  事業所は、身体拘束を廃止し、利用者の人権及び尊厳を守るよう努めています。 

５  事業者は「高齢者の虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に

基づき、利用者に対する職員の高齢者虐待を防止します。 
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第 ５ 条（サービスの提供の記録） 

事業所は、利用者に対する通所介護サービスの提供について記録を作成し、それを

文書保存に係る規定により保管します。 

２  利用者は、事業所の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項のサ

ービス実施記録を閲覧できます。 

３  利用者は、当該利用者に関する第１項のサービス実施記録の複写物の交付を受ける

ことができます。 

 

第 ６ 条（料金） 

利用者は、サービスの対価として［利用料金表（契約書別紙）］に定める利用単位

毎の料金をもとに計算された月ごとの合計額を支払います。 

２  事業所は、当月の料金の合計額の請求書に明細を付して、翌月１５日までに利用者

に送付します。 

３  利用者は、当月の料金の合計額を翌月末日までに、原則として（１）窓口支払い

（２）ゆうちょ銀行からの払込（３）銀行振込（４） 指定の金融機関よりの引き落

としの方法で支払います。 

４  事業所は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収証を発行し

ます。 

 

第 ７ 条（サービスの中止） 

利用者は、事業所に対して、サービス提供日の前日午後５時まで（前日が日曜日の

場合は土曜日の午後５時まで）に通知をすることにより、料金を負担することなくサ

ービスの利用を中止することができます。 

２  利用者がサービス提供日の前日午後５時までに通知することなくサービスの中止を

申し出た場合、事業所は、利用者に対して［契約書別紙］に定める計算方法により、

料金の全部または一部を請求することができます。この場合の料金は 第６条の他の

料金と合わせて請求します。 

３  事業所は、利用者の体調不良等の理由により、サービスの実施が困難と判断した場

合、サービスを中止することができます。この場合の取扱いについては［重要事項説

明書］に記載したとおりです。 

４  事業者は大規模災害が発生した場合、サービスを中止することがあります。 

 

第 ８ 条（料金の変更） 

事業所は、利用者に対して、１ヶ月前までに文書で通知することにより利用料およ

び食費等の単価の変更（増額または減額）を申し入れることができます。 

２  利用者が料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく［契約書別紙］を作成し

お互いに取り交わします。 
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３  利用者は、料金の変更を承諾しない場合、事業者に対し、文書で通知することによ

り、この契約を解約することができます。 

 

第 ９ 条（契約の終了） 

利用者は事業者に対して、１週間の予告期間をおいて文書で通知することによりこ

の契約を解約することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得な

い事情がある場合は、予告期間が 1週間以内の通知でもこの契約を解約することがで

きます。 

２  事業者はやむを得ない事情により、事業所を閉鎖または縮小する場合、利用者に対

して、１ケ月の予告期間をおいて理由を示した文書で通知することにより、この契約

を解除することができます。 

３  次の事由に該当した場合は、利用者は文書で通知することにより、直ちにこの契約

を解約することができます。 

① 事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

② 事業所が守秘義務に違反した場合 

③ 事業所が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行っ

た場合 

４  次の事由に該当した場合は、事業者は文書で通知することにより、直ちにこの契約

を解除することができます。 

① 利用者のサービス利用料金の支払いが２ヶ月以上遅延し、料金を払うよ

う催告したにもかかわらず１０日以内に支払われない場合 

② 利用者が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合、ま

たは利用者の入院もしくは病気等により、３ヶ月以上にわたってサービ

スが利用できない状態であることが明らかになった場合 

③ 利用者またはその家族が事業者やサービス従事者または他の利用者に対

してこの契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場合 

④ 利用者またはその家族が職員の心身に危害を及ぼし、または及ぼすおそ

れのある行為を行った場合であって、当該行為の再発を防止することが

著しく困難である等、当該利用者に対してサービスを提供することが著

しく困難になった場合 

⑤ 利用者またはその家族が重要事項説明書の１４（２）記載のいずれかの

言動をした場合であって、職員の安全確保が困難である等、当該利用者

に対してのサービスを提供することが著しく困難になった場合 

５  次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

① 利用者が介護保険施設等に入所した場合 

② 利用者が死亡した場合 
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第１０条（秘密保持） 

事業所および事業所の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者およ

びその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契

約終了後も同様です。 

２  事業所は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等におい

て、利用者の個人情報を用いません。 

３  事業所は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議に

おいて、当該家族の個人情報を用いません。 

 

第１１条（賠償責任） 

事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用

者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償しま

す。但し、利用者に故意または過失が認められ、かつ利用者の置かれた心身の状況を

斟酌して相当と認められた場合には、損害賠償額を減ずることができるものとしま

す。 

① 利用者が契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故

意にこれを告げず、または不実の告知を行なったことに専ら起因して損

害が発生した場合 

② 利用者が、サービス実施のため、必要な事項に関する聴取、確認に対し

て故意にこれを告げず、または不実の告知を行なったことに専ら起因し

て損害が発生した場合 

③ 利用者の急激な体調の変化等、施設が実施したサービスを原因としない

事由に専ら起因して損害が発生した場合 

④ 利用者が、事業所及びサービス従事者の指示、依頼に反して行なった行

為に専ら起因して損害が発生した場合 

 

第１２条（緊急時の対応） 

事業所は、現にサービスの提供を行っている時に利用者の病状の急変が生じた場合

その他必要な場合は、家族または緊急連絡先へ連絡するとともに速やかに主治の医師

または歯科医師に連絡を取る等必要な措置を講じます。  

  

第１３条（連携） 

事業所は、サービスの提供にあたり、介護支援専門員および保健医療サービスまた

は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 

第１４条（相談・苦情対応） 

事業所は、利用者からの相談、苦情に対する窓口を設置し、サービスに関する利用
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者の要望、苦情等に対し、迅速かつ適切に対応します。 

 

第１５条（本契約に定めのない事項） 

利用者および事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。 

２  本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところに

従い、双方が誠意を持って協議のうえ定めます。 

 

第１６条（裁判管轄） 

利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地

を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることをあらかじめ合意します。 
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上記の契約を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が署名押印の上、1通ずつ

保有するものとします。 

 

契約締結日         年     月     日 

 

 

契約者氏名 

 

          事業者      事業者名  社会福祉法人愛和会 

 

                      代表者名  森    誠      印 

 

事業所名  高齢者在宅サービスセンター はるびの郷 

（事業所番号：東京都・１３７２７００７５５） 

 

                      住    所  東京都東村山市秋津町 １－３２－１８ 

 

 

 

          利用者      住  所                                                  

 

 

                           氏  名                                     印 

 

 

 

          代理人      住  所                                                 

 

 

                           氏   名                                    印 

 

         

                                続 柄                       
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介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス）  重要事項説明書 

（ ２０２５年７月２２日現在） 

 

 

１. 当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

 

電話  042-396-6677  (又は 397-5511)  （午前９時～午後５時まで）       

担当                      

＊ ご不明な点は、なんでもおたずねください。 

 

 

２. 高齢者在宅サービスセンター はるびの郷 の概要 

 

（１） 基本理念 

利用者である要支援者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立った

サービスの提供に努めるものとします。また、関係市町村、居宅介護支援事業

者、地域の保健、医療、福祉サービスとの綿密な連携を図り総合的なサービス

の提供に努めるものとします。 

 

（２） 提供できるサービスの種類と地域 

事業所の名称 高齢者在宅サービスセンター はるびの郷 

介護保険指定番号 通所介護（東京都・１３７２７００７５５） 

所  在  地 東村山市秋津町１－３２－１８ 

サービスを提供する対象地域 東村山市・清瀬市・所沢市 

 

（３） センターの職員体制 

 常勤 非常勤 計 

管理者 １名（ １） ０名（  ） １名（ １） 

 

生活相談員 ３名（ ２） ０名（  ） ３名（ ２） 

機能訓練指導員  ０名（  ） ４名（ ４） ４名（ ４） 

介 

護 

・ 

看 

護 

職 

看護師  ０名（  ） ３名（ ３） ３名（ ３） 

准看護師  ０名（  ） １名（ １） １名（ １） 

介護福祉士  ０名（  ） ３名（  ） ３名（  ） 

実務者研修修了者 ０名（  ） １名（  ） １名（  ） 

初任者研修修了者  １名（  ） ２名（  ） ２名（  ） 

その他  １名（ １） ３名（  ） ４名（ １） 

※（   ）は兼務者の内訳  ※初任者研修修了者にヘルパー２級含む 
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（４） 同センターの設備の概要 

定   員 ３０名(通常規模型) 静養室 １８．９０ ㎡ 

食   堂 ８０．５８ ㎡ デイルーム １３１．７３ ㎡ 

機能訓練室 １００．７３ ㎡ 相談室 あり 

浴   室 一般浴槽 特殊浴槽 送迎車 ３台 

 

（５） 時間 

営業時間 午前８時００分～午後５時３０分 

サービス提供時間 午前８時３０分～午後４時３０分 

定 休 日 日曜日（年末年始は１２月２９日～１月３日） 

※ 緊急連絡電話  ０４２－３９７－５５１１ 

 

 

３. サービスについて 

 

（１） 担当者 

生活相談員    氏名                   

連絡先 ０４２－３９６－６６７７ （又は３９７－５５１１）  

 

（２） サービス内容 

① ご利用日          毎週                   曜日 

 

② ご利用時間        午前        ～午後           

 

③ ご利用場所        東村山市秋津町１－３２－１８はるびの郷 

 

④ ご利用可能設備等  食堂兼機能訓練室  245.91㎡ 

                              浴室（一般浴槽・特殊浴槽） 

                            送迎車  ３台 

 

⑤ サービス          介護予防・日常生活支援総合事業通所型介護計画に 

沿って、送迎、食事の提供、入浴介助、機能訓練、 

その他必要な介護等を行います。 
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４. 利用料金 

 

（１） 「契約書別紙」の料金表に従い、請求いたします。 

 

（２） 支払方法 

毎月１５日までに前月分の請求をいたしますので、末日までにお支払 

いください。お支払いいただきますと、領収証を発行します。 

お支払い方法は、下記の支払い方法中からご契約の際に選べます。 

① はるびの郷・窓口で現金にてお支払い 

② ゆうちょ銀行での払込 （払込用紙あります） 

③ 銀行振込（はるびの郷の東京みらい農協預金口座への振込） 

④ ご指定の金融機関口座よりの引落（毎月２７日） 

       ＊事前に「預金口座振替依頼書」を提出していただきます。 

 

 

５. サービスの利用方法 

 

（１） サービスの利用開始 

まずは、お電話等でお申し込みください。当センター職員がお伺い 

致します。 

          介護予防・日常生活支援総合事業通所型介護計画作成と同時に契約を結び、サー

ビスの提供を開始します。 

              ＊居宅サービス計画または介護予防計画の作成を依頼している場合 

は、事前に介護支援専門員とご相談ください。 

 

（２） サービスの中止 

① 風邪、病気等健康上の理由によりサービスの提供をお断りすることがあり

ます。 

② 当日の健康チェックの結果体調が悪い場合、サービス内容の変更または中

止することがあります。その場合、ご家族に連絡の上適切に対応します。 

③ 利用中に体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。そ

の場合、ご家族に連絡の上、適切に対応します。また、必要に応じて 速

やかに主治の医師または歯科医師に連絡を取る等必要な措置を講じます。 

④ サービスを中止した場合、同月内であれば、ご希望の日に振り替えること

ができます。但し、定員数分の予約が入っている日には振り替えできませ

んのでご了承ください。 
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緊急連絡先 

氏    名  

住    所  

電話番号  

続    柄  

 

主 治 医 

医療機関名  

医 師 名  

住    所  

電話番号  

 

 

６. サービスの中止 

 

   当事業所は大規模災害が発生した場合は、サービスを中止することがあり 

ます。 

 

 

７. 感染症及び非常災害対策 

 

（１） 感染症対策 

事業所において、感染症または食中毒が発生し、または、蔓延しないような対

策を講じます。 

① 対策を検討する委員会をおおむね１月に１回開催し、職員に周知します。 

② 感染症または食中毒の予防及び蔓延防止のための指針を策定し、随時見直

しを行います。 

③ 職員への研修や必要な訓練を定期的に実施します。 

 

（２） 事業継続計画の策定 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する事業の提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じま

す。 
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① 職員に対し、当該業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施します。 

② 計画は随時見直しを行い、必要に応じて変更を行います。 

 

 

８. サービスの終了の手続き 

 

（１） 利用者のご都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の 1週間前までに文書でお申し出下さい。 

 

（２） 自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

① 利用者が介護保険施設に入所した場合 

② サービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定

された場合 

③ 利用者がお亡くなりになった場合 

 

（３） その他 

① 以下の場合、利用者は文書で解約を通利することにより、即座にサービス

を終了することができます。 

(ア) 当センターが正当な理由なくサービスを提供しない場合 

(イ) 守秘義務に反した場合 

(ウ) 利用者ご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行なった場合 

② 以下の場合、文書で通知することにより、契約を終了させていただく場合

があります。 

(ア) 利用者が、サービス利用料金の支払いを２ヶ月以上遅延し、料金を

支払うよう催促したにもかかわらず１０日以内に支払わない場合 

(イ) 利用者が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返された場

合 

(ウ) 利用者が入院もしくは病気等により、３ヶ月以上にわたってサービ

スが利用できない状態であることが明らかになった場合 

(エ) 利用者やご家族などが当センターや当センターのサービス従事者に

対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行なった場合 

(オ) 利用者またはその家族が職員の心身に危害を及ぼし、または及ぼす

おそれのある行為を行った場合やハラスメントを行った場合であっ

て、当該行為の再発を防止することが著しく困難である等、当該利

用者に対してサービスを提供することが著しく困難になった場合 
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(カ) やむを得ない事情により、事業所を閉鎖または縮小する場合終了１

ヶ月前までに文書で通知いたします。 

 

 

９. サービス内容に関する苦情 

 

（１） センターご利用者相談・苦情担当 

       担当：清水 友也    

電話：０４２－３９６－６６７７（又は０４２－３９７－５５１１） 

 

（２） その他 

第三者委員：江幡 房枝        

電話：０９０－７６３５－１１７８ 

 

（３） 本事業所で解決できない苦情は、東京都国民健康保険連合会、東村山市健康福

祉部介護保険課等に苦情を申し立てることができます。 

① 東京都国民健康保険連合会    電話：０３－６２３８－０１７７ 

② 東村山市介護保険課       電話：０４２－３９３－５１１１ 

 

 

１０. 個人情報保護の基本方針 

 

当事業所は、個人の権利・利益を保護するために、個人情報を適切に管理する

ことを社会的責務と考えます。 

個人情報に関する方針を以下の通り定め、職員及び関係者に周知徹底を図り、

個人情報の保護に努めます。 

 

（１） 法令の遵守 

個人情報の保護に関する法律等、関係法令を遵守するとともに、より適正な事

業執行に努めます。 

 

（２） 個人情報の適正な取得 

個人情報を適法かつ適切な方法で取得します。 

 

（３） 個人情報の利用 

個人情報をその利用目的の範囲内で利用します。 
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（４） 個人データの第三者提供 

法に基づき許容される範囲を除き、事前にご本人の同意を得ることなく個 

人情報を第三者に提供しません。 

 

（５） 委託に伴う措置 

必要に応じて本法人業務の一部を委託する場合に、業務委託先に対し個人デー

タの一部を提供する場合がありますが、この場合においても、当法人として業

務の委託先に対する適切な監督を行います。 

 

（６） 個人情報の安全対策・適正な管理 

個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざん及び漏洩などに関

する万全の予防措置を講じます。万一の問題発生時には速やかに是正します。 

 

（７） 個人情報の確認・訂正・利用停止 

当該本人（ご利用者）等から内容に関する訂正、追加、削除、利用停止等を求

められた場合には所定の手続きに従い、速やかに対応します。 

 

（８） 個人情報の取扱いに関する苦情への対応 

個人情報の取り扱いに関して苦情が寄せられた場合には、適切かつ速やかに対

応します。 

 

（９） 個人情報保護に向けた体制整備、職員教育の実施 

個人情報の保護体制を適切に維持するため、職員教育、研修を徹底し、内部規

則を継続的に見直し、改善します。 

 

問い合わせ窓口 

「個人情報相談窓口」 受付時間 8：30～17：30 

              はるびの郷 副施設長 德山  滋久 

                電話 042-397-5511 

 

 

１１. 通常の業務で想定される個人情報の利用目的 

 

（１） 介護サービス提供に必要な利用目的 

① 事業所内部での利用目的 

(ア) 利用者に提供する介護・医療サービス 
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(イ) 介護保険事務 

(ウ) 利用者に係る管理運営業務のうち次に掲げるもの 

・ 入退所等の管理 

・ 入所施設内での居室への名前の表示 

・ 会計・経理 

・ 介護・医療事故あるいは緊急時の報告、事故防止のための分析 

・ 利用者等への介護・医療サービス向上 

② 他の事業者等への情報提供としての利用目的 

(ア) 利用者等に提供する介護・医療のうち 

・ 他の医療機関、薬局、介護サービス事業者、居宅サービス事業

者、居宅介護支援事業所、包括支援センター等との連携、照会へ

の回答 

・ 利用者の介護、診療等にあたり、外部の医師等の意見、助言を   

求める場合検体検査業務の委託等、その他の業務委託 

・ 家族等への心身の状況や病状の説明 

(イ) 介護保険業務のうち 

・ 審査支払い機関または保険者へのレセプトの提出 

・ 審査支払い機関または保険者からの照会への回答 

(ウ) 損害賠償保険などに係る保険会社等への相談または届出等 

 

（２） 上記以外の利用目的 

① 事業所内部での利用目的 

(ア) 利用者に係る管理運営業務のうち 

・ 介護・医療サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

・ 学生等の実習協力 

・ 学会、介護・医療等専門誌での事例研究発表等 

・ 特定の利用者、関係者の症例や事例の学会、研究、機関紙等での

報告は氏名、生年月日、住所等を消去することで匿名化する。匿

名化が困難な場合は、本人、家族の同意を得る 

② 他の事業者への情報提供に係る利用目的 

(ア) 事業所の管理運営業務のうち 

・ 外部審査機関への情報提供 

なお、あらかじめ利用者本人の同意を得ないで、利用目的の必要な範囲を 

超えて個人情報を取り扱うことはいたしません。 
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１２. 身体拘束廃止等廃止に関する取り組み 

 

（１） 身体拘束等廃止について 

当施設では一丸となって利用者に対する身体拘束等を廃止し、もって利用者の

人権及び尊厳を守るよう努めます。（厚生労働省「身体拘束ゼロへの手引き」を

もとに下記１１行為を身体拘束にあたるとする） 

① 徘徊しないように、車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢を紐等で縛る。 

② 転落しないよう、ベッドに体幹や四肢を紐で縛る。 

③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。 

④ 点滴・経管栄養のチューブを抜かないように、四肢を紐等で縛る。 

⑤ 点滴・経管栄養のチューブを抜かないように、又は皮膚を掻き毟らないよ

うに手指の機能を制限するミトン型の手袋をつける。 

⑥ 車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y字型抑

制帯や腰ベルト、車椅子テーブルをつける。 

⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げる様な椅子を使用る。 

⑧ 脱衣やオムツはずしを制限する為に、介護衣（つなぎ服）を着せる。 

⑨ 他人への迷惑行為を防ぐ為に、ベッド等に体幹や四肢を紐等で縛る。 

⑩ 行動を落ち着かせる為に、向精神薬を過剰に服用させる。 

⑪ 自分の意志で開ける事の出来ない居室等に、隔離する。 

＊但し、当事業所では上記の行為以外にも利用者の意志に反する、あるいは利

用者の意志が確認できないまま行われる行動制限の為の行為は全て身体拘束

とみなすものとする。 

＊センター入り口ドアの施錠に関しては利用者の安全確保の為、外部からの侵

入防止、徘徊等による外出事故未然防止の為に設置してあり、必要時は全職

員管理の鍵で開閉し、利用者の身体的、精神的苦痛にはならないよう随時対

応しています。 

 

（２） 身体拘束等廃止に関する取り組み 

① 身体拘束等廃止マニュアルを作成します。 

② 身体拘束等廃止を職員の統一理念として研修、学習を行います。 

 

 

１３. 高齢者虐待防止に関する取り組み 

 

（１） 高齢者虐待防止対策 

事業所において、「高齢者の虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す
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る法律」に基づき、利用者に対する職員の高齢者虐待を防止するため、以下の

対策を講じます。 

① 対策を適切に実施するための担当者を置き、検討する委員会を開催し、職

員に周知します。 

② 高齢者虐待防止のための指針を策定し、随時見直しを行います。 

③ 職員への研修を定期的に実施します。 

 

（２） 高齢者虐待の定義 

① 養護者による高齢者虐待（高齢者を現に養護する者であって養介護施設従

業者等以外の者とされており、高齢者の世話をしている家族、親族、同居

人等が該当すると考えられます。） 

(ア) 身体的虐待 

高齢者の身体に障害が生じ又は生じるおそれのある暴力を加えるこ

と。 

(イ) 介護・世話の放棄・放任 

高齢者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、養護者以外

の同居人による虐待行為の放置など、養護を著しく怠ること。 

(ウ) 心理的虐待 

高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応とその他の高齢

者に著しい心的外傷を与える言動を行うこと。 

(エ) 性的虐待 

高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行

為をさせること。         

(オ) 済的虐待 

養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分すること

その他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。  

② 要介護施設従事者等による高齢者虐待 

老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護施設」又は「養介護事業」

の業務に従事する職員が行う上記（ア）～（オ）の行為。 

 

 

１４. ハラスメントの防止について 

 

（１） 事業者の基本方針 

事業者は誰であっても、誰からも「ハラスメント」を受けることがない、「ハラ

スメント」のない職場環境・介護サービスの提供・利用環境の実現を目指して

います。 
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（２） 「ハラスメント」の意味 

介護サービスの提供・利用の場面における以下の好意・言動を指します。 

① 暴力・暴言または著しく不当な要求その他、相手方に著しく迷惑をかける

言動 

(ア) 身体的暴力 

身体的な力を使って危害を及ぼす行為。（職員が回避したため危害

を免れたケースを含む） 

(イ) 精神的暴力 

個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたり

する行為。 

② 相手方に不快感を与える性的な言動（セクシャルハラスメント） 

(ア) 意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求等、性的ないやがら

せ行為。 

 

（３） 職員に対する教育及び指導 

事業者は、職員に対して、利用者またはその家族に対して「セクシャルハラス

メント」を行うことがないよう研修及び指導を行います。 

 

（４） 苦情または相談 

職員から「ハラスメント」を受けた場合は、苦情相談窓口にご相談または、苦

情をお申し出ください。苦情担当者が速やかに対応します。 

 

（５） 利用者またはその家族による「ハラスメント」の禁止 

サービスの提供を困難にするため、職員に対する「ハラスメント」は行わない

でください。 

 

 

１５. 第三者評価の受審状況      年度において受審   。 

 

 

１６. 掲示に関する事項 

当センターは、運営規程の概要、職員の勤務体制、利用料、その他のサービス

の選択に資すると思われる重要事項を施設の入口付近に掲示するとともに、Ｗ

ｅｂサイト（法人ホームページ又は情報公表システム）に掲載します。 
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１７. 法人の概要 

 

法  人  名         社会福祉法人  愛和会 

代表者氏名         理事長 森    誠 

事  業  所         高齢者在宅サービスセンターはるびの郷 

事業所代表者       管理者  大久保  佳世 

法人所在地         茨城県古河市駒羽根３２０番地１ 

電話番号           ０２８０－９３－０２３４ 

ＦＡＸ             ０２８０－９３－０５７１ 

設立年月日         ２００３年８月１日   

 

    定款の目的に定められた事業 

① 第一種社会福祉事業 

    ア）特別養護老人ホーム   ４事業所 

② 第二種社会福祉事業 

    ア）老人デイサービス事業  ６事業所 

    イ）老人短期入所事業  ４事業所 

    ウ）認知症対応型老人共同生活援助事業 １事業所 

    エ）障害福祉サービス事業  １事業所 

③ 公益事業 

    ア）居宅介護支援事業  ４事業所 

    イ）地域包括支援センター  ２事業所 
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サービスの提供開始にあたり、利用者に対し契約書および本書面に基づいて重要事項を説

明しました。 

                 

   

説明日                   年       月       日 

           

       事業者        事業者名   社会福祉法人愛和会 

                     代表者名   理 事 長    森    誠      印    

  

                     事業所名   高齢者在宅サービスセンターはるびの郷 

                                  （東京都・１３７２７００７５５） 

                     住    所   東京都東村山市秋津町１－３２－１８ 

                     代表者名   管 理 者    大久保  佳世    印 

 

                                           

                     説 明 者   所    属    高齢者在宅サービスセンター 

はるびの郷 

                氏  名                            印 

 

    

私は、契約書および本書面により、事業者から介護予防・日常生活支援総合事業（通所型

サービス）についての重要事項の説明を受け、個人情報の取扱等についても了承しました 

 

                      利用者    住  所                                        

 

                                氏  名                            印 

 

 

                      代理人    住  所                                        

 

氏  名                            印 

 

           続 柄                     

 


